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岐阜県の最低賃金は７０７円に 

―岐阜地方最低賃金審議会が１円の引上げを答申― 

本日、岐阜地方最低賃金審議会（会長：川島和男弁護士）は、岐阜労働局長（矢部憲一） 

に岐阜県最低賃金の額を、現行の時間額７０６円から１円引き上げた７０７円（引上率 

０．１４％）と決定するよう答申しました。 

 

岐阜県最低賃金は産業や職業の種類又は労働者の年齢を問わず、原則として、岐阜県内 

のすべての労働者（約７２万３千人）と労働者を１人でも使用しているすべての使用者 

（約７万５千事業場）に適用されます。 

なお、これにより賃金額を引上げる必要がある労働者は、全体の３％程度とみられます。 

 

最低賃金の対象となる賃金は、毎月支払われる基本的な賃金（通常の所定内賃金に）に 

限定されます。具体的には、実際に支払われる賃金から、次に掲げる賃金を除外したもの 

が対象となります。 

①臨時に支払われる賃金 

②賞与等１か月を超える期間に対して支払われる賃金 

②時間外・休日・深夜割増賃金等 

③精皆勤手当、通勤手当、家族手当 

 

 同審議会は、平成２３年７月８日に岐阜労働局長から諮問を受け、３月に発生した東日 

本大震災による岐阜県経済への影響を踏まえた上で、労働者の生計費、賃金及び通常の事 

業の賃金支払能力並びに生活保護との整合性を勘案した審議を行い、答申に至りました。 

 

 今後は、この答申の内容についての異議申出に関する諸手続を経て、改正されることと 

なります。異議申出がない場合、異議申出が認められなかった場合には、本年１０月１日 

発効を目指して準備を進めます。 


